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lC03 企業理念の浸透要因に 関する研究 
～プランチャイ スチユーン A 社における事例調査～ 

1. はじめに 

0 鰹 裕子，犬塚 篤 ，亀岡秋男 ( 北陸先端科学技術大学院大 ) 

は、 組織内で共有された 価値観が組織文化になる 

日本経済の低迷が 長引く中、 コーポレートアイ ためには、 組織の多くのメンバ 一に浸透し、 世代 

デンティティや 企業理念といった、 企業経営の基 を 経て伝承される 必要があ る、 と企業理念の 浸透 

本に立ち返る 必要性を唱える 声が少なくない。 の 重要性を指摘している [2] 。 

本稿では、 フランチャイズチェーンという、 二 以上のことから、 企業理念は同一組織内でも 事 
楽部やバループなどによって、 浸透要因が異なる 

  

があ るかを、 アンケート調査による 実証データを を 明らかにし、 それに合った 対策を講じることが 

用いて明らかにし、 本部理念浸透策を 考える上で 必要であ ろう。 
の 視点を提供する。 

3. フランチャイズ 業態とその問題点 
2. 研究背景 2002 年 3 月現在、 日本におけるフランチャイ 
ナ レッジマネ 、 ジメントの観点からみても、 企業 ズチェーン数は 1,000 を越え、 直営店・加盟店を 

理念は重要な 知的資産の 一 っといえる。 組織的知 合わせた店舗数は 約 22 万席、 前年比 106.4% であ 

識 創造理論 (Nonaka  and  Takeuchi,1995) では、 る 。 また、 売上も約 17 兆 5,000 億円、 前年比 
SECI モデルの内面化 ( 形式知を暗黙 知へ 変換す 104.4% と、 フランチャイズチェーン 業界自体は 
る ) モードにおいて、 行動による学習を 通じて メ 拡大傾向がっづいている [11] 。 

ンタルモデルや 技術ノウハウが 体化され、 それら 社団法人日本フランチャイズチェーン 協会に 
が 「組織の多くのメンバ 一に共有されると、 その よ るフランチャイズの 定義は、 F 事業者 ( 「フラン 

暗黙知は組織文化の 一部になる」と 述べている [7L 。 チャイザー」と 呼ぶ ) が他の事業者 ( 「フランチ 

組織文化の研究は、 1980 年代の「強い 文化 ャ イジー」と呼ぶ ) との間に契約を 結び、 自己の 
(strongculture) 」論で盛んに 論じられてきた。 商標、 サービスマーク、 トレード・ネームその 他 
ディールニケ ネ 、 ディ (Deal and Kennedy,  の営業の象徴となる 標識、 および経営のノウハウ 

1982) は、 企業内に強力な 文化を形成することが を用いて、 同一のイメージのもとに 商品の販売 そ 

企業の持続的な 成功をもたらすと 述べた [1] 。 ピ 一 の他の事業を 行 う 権 利を与え、 一方、 フランチャ 

ターズニウォーターマン (PetersandWaterman,  イジーはその 見返りとして 一定の対価を 支払い、 
1982) も、 超優良企業には 強くて優れた 文化があ 事業に必要な 資金を投下してフランチャイザー 
ると論じた [8] 。 の 指導および援助のもとに 事業を行 う 両者の継 
ディールニケネディ (Dealand  Kennedy,1982)  続 的関係をい う 。 コ であ る [14] 。 

の 「強い文化」論では、 組織は一枚岩のような 一 フランチャイザー ( 以下、 本部 ) とフランチャ 

桂一文化を持つことを 主張している。 これに対し、 イジー ( 以下、 加盟店オーナ 一 ) は、 フランチャ 
強い文化をもつ 組織でも、 事業分野や職能・ 職階 イズ契約という 一定のルールの 下で事業を行な 
などにより、 上位文化と下位文化には 差異があ る ぅ 「事業共同体」であ り、 消費者からは 同一の企 

のではないかという 指摘 は 多い。 例えば、 シャイ 業が運営しているよ う に見えていても、 本部と加 

ン (Schein,1985,1992) は、 組織文化におけるり 盟店 オーナーはあ くまでも別個の 独立した事業 
一 ダーシップの 重要性を説きながらも、 組織成員 者であ る。 

の 側からの文化形成という 側面についても 言及 本部がフランチャイズ 展開を行な う ビジネ 、 ス上 

している [lol 。 のメリットのひとつとして、 シェア獲得の 為などに 

また、 伊丹 二 加護 野 (ItamiandKagono, 1989)  より急速に店舗数を 拡大したい場合、 比較的少ない 

一 63 一 



資本でそれを 実現することができる、 という点があ 

る しかし一方で、 チェーン規模が 大きくなり、 
加盟店オーナー 数が増えるにつれて、 本部求心力 

の低下が懸念される。 実際、 経済産業省発行の FC 

事業経営実態報告書によると、 チェーン本部事業 

ションと考えたためであ る。 

4.8. 調査内容 

先に述べた調査デザインのフレームワークをも 

とに以下のインディケータを 設定し、 それぞれに 
者が抱える経営上の 課題の一つぼ、 「本部への 求 

心力の低下」が 挙げられている [4l 。 

ついて、 質問項目を作成した。 

[ 表 1   調査 票 インディケータ ] 

 
 

 
 " 一 インディケータ 勤続年数 

基本オペレーション 実施 

理念伝達行動 
コミュニケーション 

( 店内 / 他店Ⅰ本部 ) 

教育 
( 人材育成Ⅰ本部・ 肝ト 指導 ) 

行動・技術 レヘ，ル   目 "                      目 
[ 図 1. フラン かィガ ㌔ ウの 仕組み ] 価値レベル 

個人モチベーション 

組織コミットメント 

店舗 内 活性化 

4. 調査概要 

4.1. 調査デザイン 
ミンツバー グ (Mintzberg, 1993) は、 労働者の行 

動様式が組織の 中で標準化されたものになる 過 

程には、 仕事に関する 技術や知識が 教授される 

「訓練」過程と、 組織内基準が 獲得される「教化」 

5. 理念浸透要因の 分析と考察 

5.1. 重 回帰分析結果 

理念浸透要因について、 直営店・加盟店それぞ 

れ、 理念浸透度を 従属変数とし、 先のインディケ 

一夕を独立変数とする 重 回帰分析を行なった。 そ 

の結果をまとめたものが 表 2 であ る。 
過程の二 つ があ る、 と述べている [5l 。 

本稿では、 (1) どのような要因が 理念浸透に影響 
を 及ぼすか、 (2) 直営店と加盟店で 要因に差があ る 
か、 の二つ む 明らかにすることを 目的に 、 先のミ 
ン ツバー グの 考えをもとに 企業理念浸透要因の 

カテゴリを①行動・ 技術レベル、 ②価値レベルの 
二つぼ分けて 調査票を設計した。 

[ 表 2. 理念浸透要因 ] 

インディケータ 直営店 

0 ・ 544*** 

0.114* 

0.102* 

加盟店 
 
 

人材育成 

対自 7 百 舗コ、 ， ニケーシヨン i 

0.326* 大 * 

0 ． 042 

0 ・ 020 
4.2. 調査方法 

調査は 2003 年 6 月、 流通小売業 A 社 ( グルー 

ブ会社含む ) の全国の直営店・ 加盟店の店長クラ 

スを対象に、 アンケート形式で 実施した (5 件 法 ) 。 
有効回答数は 直営 276 、 加盟店 373 、 回収率は 

勤続年数 

理念伝達行動 

村本部 コ ;, ニ戸ションⅡ 

0.037 

0.025 

0.113* 

0 ・Ⅰ 02** 

--0 ・ 041 

一 0 ． 189** ヰ 

0 ． lQQ*** 

基本 朴 。 トション実施 

加盟店れト指導 

  
一 0   067 

  

0.172 な * 

対 店舗数で約 90% 。 であ った。 

A 社選定理由として、 ①フランチャイズ 業態を 
採用している、 ②日頃 からトップをはじめとする 
本部が理念の 伝達に熱心であ る、 ことが挙げられ 

る。 また、 対象を店長クラスとしたのは、 今回特 

店舗 内 7 き 性化 

ネ且織 コミットメント 0 ・ 140** 0 ． 065 

個人モチベーション 一 0 ． 165 カ *   0 ． 006 
に 注目する加盟店において、 本部・加盟店オーナ 

一二つの組織文化の 影響を最も強く 受けるポジ Ⅹ 奨直は標掛 偏固 刷系数ト ・ 05, 怒ト ・ 01, 怒 ， p 。 ・㎝ 
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米 n=276 ( 直営店 ) ,373 ㎝口 腔店 ) 

米 調整 済 R2 二 ． 579 ( 直営店 ) ,.375 ㎝口腔 店 ) 
米 F 値出 2.101*** ( 直営店 ) ,23.221,,, ㎝口腔 店 ) 
米 定数 二 ． 956, ( 直営店 ) ,.733, ㎝ロ腔 店 ) 
米 係数 ( 直営店 ) の大きい順に 並べ替え済み 

分析の結果、 直営店と加盟店における 本部理念 
の浸透要因について、 いくつかの差異が 明らかと 

なった。 発見事項は以下 5 点であ る。 

①「人材育成」「店舗 内 活性化」は、 直営店・加 
盟店共通して、 理念浸透に強い 正の影響を示し 

ている。 

②「組織コミットメント」については、 直営店は 

本部へ一体化する 傾向がみられたが、 加盟店に 

その傾向はみられなかった。 

③ 直営店は「価値レベル」の 項目全てに有意な 結 
果 が出たのに対し、 加盟店は「本部理俳伝達行 
動」や「村本部コミュニケーションⅠ」など、 「行 

動・技術レベル」の 項目の方が理念浸透に 影響 

を与える傾向にあ る。 

④ 加盟店 は ついて、 「加盟店オーナー 教育」が 加 

盟 店への本部理念浸透に 負の影響 ( 加盟店オー 

ナ一による教育や 指導が行なわれるほど、 本部 

理念が浸透しなくなる ) を与えている。 

⑤ 直営店では、 「個人モチベーション」が 本部 
理念浸透に負の 影響 ( 個人のモチベーションが 

上がるほど、 本部理念浸透が 浸透しなくなる ) 

を与えている。 

5.2. 考察 

①の「人材育成」「店舗 内 活性化」は、 A 社が設 
立 されて以来常に 重視され、 繰り返しトップの 話 

りや社内報などで 取り上げ続けられている 項目 

であ る。 日常の店舗運営において 重要視されてい 
ることに直営店・ 加盟店の差異がないことを 示し 

ているといえよ う 。 同時に、 現在の「人材育成」 

「店舗 内 活性化」を通しての 本部理念浸透 策 が有 

効であ ることが推察される。 

② 、 ④の結果は、 加盟店は本部の 看板を掲げて 
店舗運営を行なっていても、 あ くまで加盟店オー 
ナ一企業の一員であ るという意識が 強いこと、 ま 

た、 加盟店への本部理念浸透に、 加盟店オーナ 一 

の存在が強く 影響していることを 示唆している 

と思われる。 
加盟店オーナ 一企業の理念や 考え方が本部の 

それと乖離している 場合、 加盟店は加盟店オーナ 

一に一体化し、 その結果、 本部の理念浸透が 阻害 
される、 といったケースが 考えられる。 このこと 

から、 本部企業理念をより 効果的に加盟店へ 浸透 

させるためには、 加盟店オーナーを 巻き込んだ 包 

括的活動が必要であ ると思われる。 具体策の一つ 

として、 本部一加盟店オーナ 一間のコミュニケー 

ションのあ り方を再考する、 などがあ るだろう。 

また、 ③の結果は、 直営店と加盟店のもつ 性質 
( 二店舗文化 ) の違いを表した 結果とも考えられ 

る。 今後、 A 社が理念浸透策を 考慮する場合に、 
注意すべき点であ ろう。 

⑤については、 その理由として、 (lM 個人のモチ 
ベーションが 上がるにつれ、 本部の理念と 店舗の 
現状の間に ズレ を感じ、 この ズレ の認識が理念浸 

透の妨げになっている、 W2) 先述の通り「店舗内借 
性 化」が本部理俳浸透に 強い正の影響を 及ぼして 
いることから、 個々人のモチベーション 向上が 、 

逆に店舗としての 一体感形成 ( 二店舗 内 活性化 ) 

には負の影響を 与えてしまい、 結果として理念浸 

透が妨げられている、 などが考えられる。 

しかし、 A 社では直営店に 対しては、 普段から 

トップが直接店長の 前で理念を説くなど、 積極的 
な浸透策を講じているため、 末項目に関しては、 
モチベーションが 個人レベルから 店舗レベル へ 

どのように転化・ 昇華されているか、 より詳細な 
分析と検討を 要する。 

6. 理念浸透策への 視点 
本稿では、 フランチャイズチェーン 業態におけ 

る本部理念浸透要因について、 直営店・加盟店で 
どのような差異があ るかを、 実証データを 用いた 

数量的分析により 明らかにした。 

調査から、 いくつかの興味深い 結果を得ること 

ができたが、 大きく以下 2 点にまとめられる。 

① フランチャイズ 業態において、 本部企業理念 

の浸透要因は、 店舗形態 ( 直営店，加盟店 ) に 

よって異なる。 
②本部理念の 浸透には、 本部・加盟店オーナ 一 

店舗 ( 直営店・加盟店 ) といった 、 多くのステ 
ークホルダーが 関わっている。 

以上のことから、 効果的な本部理念浸透 策 を講 

じるには、 まず何よりも、 本部が加盟店オーナー 

や店舗 ( 直営店・加盟店 ) といった多くのステー 
クホルダーを 巻き込んだ、 包括的なマネジメント 

能力を持つことが 求められる。 

また、 具体策を考えるにあ たって着目すべき 点 
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としては、 以下 3 点が挙げられる。 

① 個々のステークホルダ 一における理念浸透 

要因を明確にすること。 
②ステークホルダ 一間の理念浸透フローを 明確 

にすること。 
③アクションプランレベルまで 具体化する際に 

は、 全ての事業部やグループに 対して一様に 有 
効・対応可能なものと、 個別対応が必要なもの 

を整理すること。 

7. おわりに 

今後は、 今回調査対象外であ った本部や加盟店 
オーナ一に対して 調査を行い、 フランチャイズ 業 

態における各ステークホルダー ( 本部・加盟店オ 
一 ナー   直営店・加盟店 等 ) における理念浸透 要 

因を明らかにするとともに、 その浸透プロセスに 

ついても分析・ 考察を深めたい。 
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